
特別議案  戦後 80 年 平和に関する宣言 

 2025 年は、アジア・太平洋戦争に敗戦してから 80 年でした。2026 年は憲法公布 80年の節目

の年になります。この間、日本は敗戦の教訓として、日本国憲法を新たに制定して、平和的・民

主的な国家を作ることを目指して来ました。憲法前文には、「政府の行為によって再び戦争の惨禍

が起ることのないやうにすることを決意し」、「われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏

から免れ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する。」と、日本と世界の進むべき方向

と理念が宣言されています。また、憲法 9 条には、戦争の放棄と戦力の不保持も規定されていま

す。この 80 年間日本が戦争を行わなかったのは憲法の力によるものです。 

 しかし、最近の国際情勢はロシアのウクライナへの侵略、イスラエルのガザ地区での虐殺、ア

メリカのベネズエラ侵攻、グリーンランドを領有化する旨の大統領発言、イランに対する攻撃な

ど、暴力による現状の変更と国際法の無視が頻繁に見られる世界になってきています。 

また、国内では、アメリカの国際戦略に応えるため、軍事費が毎年のように異常な増額をされ続

けており、長年 GDPの 1％程度だった軍事費が 2025 年度には 2%を超え関連経費を含め 11 兆円

になりました。2026 年中には安保三文書の前倒し改訂が予定され、武器輸出のさらなる解禁、軍

事費の大幅増加が盛り込まれると言われています。また非核三原則の見直しも話題になっていま

す。現首相は、被爆国の国是と言える「非核三原則」の見直しについて、総理就任以前には度々

見直しの発言をしてきており、今後も非核三原則を堅持するとの発言は今もってありません。「日

本は核兵器を保有するべき」との発言が政府高官から出ても、政権は全く調査・処分に動きませ

ん。中国に対しても、「台湾有事は存立危機事態になる（＝日本が参戦する）」という、不用意な

言動を取り、関係を悪化させています。 

 戦後 80 年になり、戦後生まれが 88.8%に上り、戦争の記憶の継承が難しくなって来ています。 

その中で日本がアジア諸国を侵略し、植民地として支配した事実に目をつむり、「南京大虐殺は無

かった」など歴史を改ざん、捏造する政治家の発言も目立って来ています。「国家情報局」、「スパ

イ防止法」、「国旗損壊罪」などの創設が話題になっており、国民を監視、取り締まり、個人のプ

ライバシーや心の内面に国家が介入する状態になる恐れが出ています。また、教科書の内容に政

府見解を強要する、日の丸・君が代を教育現場に強制する、道徳を教科化する、など教育に国家

権力が介入する事例も増加しています。 

 色々な政党が、国内の「外国人」に対し、排斥する言動を強めています。「外国人による犯罪が

多い」、「外国人は優遇されている」等の根拠のない言説で、議席を伸ばしています。自国民の優

越性を煽り、外国人を排斥することは戦争への地ならしにもなります。 

一方で、貧困や差別のような構造的暴力は未だに解決されず、弱者に手を伸ばすよりも「自己責

任論」で社会的な弱者の救済は後回しになっています。 

 東京私立学校教職員組合連合（東京私教連）は、戦前に回帰して行くような日本の現状に強い

危惧を覚えます。アジア諸国への侵略行為を多くの国民が支持したのは、明治期から続く「教育

勅語」を始めとする、天皇制教育・軍国主義教育の結果でした。国家が教育を通じて国民を支配

し、戦争に突き進んでいった事実を重く受け止めなくてはなりません。平和な世界を創造するた

めには、教育の力が必要です。私たちは、教育に携わる教職員として、「教え子を戦場に送らない」

事、二度と日本が戦争を起こさない事を強く誓い、そのために行動します。 

 私たちは、日本がアジアの諸国を侵略し甚大な被害を与え、非戦闘員を多く含む自国民にも多

大な死傷者と損害を与えた事実を記憶に留めて継承し、戦争の惨禍を起こさないこと、さらに全

ての人が平和的に生存出来ることを目指します。暴力による現状変更ではなく、対話による解決

を求めます。社会の分断ではなく個人個人の連帯を目指します。差別ではなく寛容と包摂を大切

にします。そして平和憲法の理念が活きる社会を目指し、改憲を阻止するたたかいに全力で取り

組みます。 

 東京私教連の綱領にある、「私たちは、平和と正義を愛する民主的国家を建設するため団結する。」

の言葉を今一度確認し、すべての人の人権が尊重され、個人の多様性が尊重される共生社会の実

現をめざし、また、平和が実現し、未来に希望が持てる世界の実現に向けて、共に行動して行き

ましょう。 

                    2026年 3 月 15 日 東京私立学校教職員組合連合 


